
　（単位：人）

競争試験 選考試験 計 定年 勧奨 普通 その他 計

38 2 40 17 32 7 1 57

23 8 31 4 5 18 5 32

61 10 71 21 37 25 6 89

19年 20年 21年 19年 20年 21年

議会 7 7 7 0 0 0

総務 99 99 97 -2 0 -2

税務 35 34 35 -2 -1 1

民生 208 201 193 -4 -7 -8

衛生 71 73 68 -3 2 -5

労働 2 2 2 0 0 0

農水 17 17 19 -1 0 2

商工 7 8 7 0 1 -1

土木 53 51 50 -3 -2 -1

小計 499 492 478 -15 -7 -14

教育 104 95 94 -5 -9 -1

消防 109 109 109 1 0 0

小計 213 204 203 -4 -9 -1

712 696 681 -19 -16 -15

病院 422 424 434 -1 2 10

下水道 21 21 21 2 0 0

その他 27 31 28 0 4 -3

小計 470 476 483 1 6 7

1,182 1,172 1,164 -18 -10 -8

①　部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

　　　　　　　　　　　区分
　部門

合　　計

普通会計   計

一般行政部
門

特別行政部
門

公営企業等

１　職員の任免及び職員数に関する状況

　　　　　　　区分
　種別

 一般
 (病院医療関係以外)

 病院医療関係

計

（１）職員の任免の状況

西尾市における人事行政の運営等の状況について

21年4月1日採用者 20年度中退職者

（２）職員数の状況

（単位：人）

（注）職員数は、一般職に属する職員数です。

対前年増減数職員数



（単位：人）

区分 ～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56歳～ 計

職員数 94 148 125 115 96 88 92 118 134 154 1,164

～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56歳～

8.1% 12.7% 10.7% 9.9% 8.2% 7.6% 7.9% 10.1% 11.5% 13.2%

③　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標

　イ　平成22年4月1日現在における定員の数値目標

734人 (17年4月1日現在の811人と比較して

　ウ　定員適正化計画の年次別進捗状況(実績)の概要 （各年度4月1日現在）

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 ～27年度

計画前年 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 ～11年目

 増減 △ 12 △ 16 △ 21 △ 11 △ 18 △ 11 △ 28 △ 117

 職員数 823 811 795 774 763 745 734 706

 増減 △ 7 △ 14 △ 15 0 △ 11 0 0 △ 47

 職員数 703 696 682 667 667 656 656 656

 増減 △ 5 △ 2 △ 6 △ 11 △ 7 △ 11 △ 28 △ 70

 職員数 120 115 113 107 96 89 78 50

 うち行政職給料表
 (一)等の適用者

 うち行政職給料表
 (二) の適用者

数値目標

　　　３　現在の定員適正化計画は、17年3月に策定したものの前倒し計画です。(18年6月更新)

77人の純減)

計画期間

始期 終期

全　　　体

　　　　　　　　　　区　分

　部　門

平成17年4月1日

②　年齢別職員数構成の状況（２１年４月１日現在）

90人の純減

17～27
年度の
累　計

（注）１　病院(事務部以外の部・室)を除く職員数です。

　　　２　21年度以前は実績、22年度以降は計画数値です。

平成27年4月1日

構成比

構成比

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

〜

2
3
歳

2
4
〜

2
7

歳

2
8
〜

3
1

歳

3
2
〜

3
5

歳

3
6
〜

3
9

歳

4
0
〜

4
3

歳

4
4
〜

4
7

歳

4
8
〜

5
1

歳

5
2
〜

5
5

歳

5
6
歳
〜



職員数

Ａ

696人

年 度 16年 17年 18年 19年 20年

指 数 96.2 95.4 96.5 96.9 98.3

（２）職員の平均給与月額、初任給等の状況

大学卒

高校卒

22歳採用

18歳採用

大学卒

高校卒

経験年数10年

（注）１　平均給料月額とは、各職種ごとの職員の基本給の平均です。

一般行政職
149,800円

165,800円

2年後の給料

152,600円

②　職員の初任給の状況（21年4月1日現在）

140,100円

6,424,962千円1,508,671千円37,393,713千円

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

区　　　分

技能労務職

185,800円

279,700円技能労務職

経験年数15年

332,700円

260,500円

212,700円

一般行政職

242,100円

301,300円

①　人件費の状況（20年度普通会計決算）

人件費率

２　職員の給与の状況

51歳3月

　　　２　給与費は、当初予算に計上された額です。

2,767,424千円

給　　　料

336,668円

技能労務職 383,901円

平均年齢

4,761,014千円763,048千円

17.2%

歳出額

（20年度末）

期末・勤勉手当

平均給料月額 平均給与月額

1,230,542千円

職 員 手 当

　　　２　平均給与月額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

Ｂ／Ａ

6,841千円

103,272人

西　尾　市

初任給

42歳9月

①　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（21年4月1日現在）

区　　分

（注）１　職員手当には、退職手当を含みません。

　　　計　　Ｂ

178,500円

326,062円

207,000円

165,800円

260,500円

③　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（21年4月1日現在）

304,700円

172,200円

区　　　分 経験年数20年

18.4%

②　職員給与費の状況（21年度普通会計予算）

(参考)

19年度人件費比率Ｂ

（１）総括

一般行政職

人　件　費実 質 収 支住民基本台帳人口

③　ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

Ａ Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

438,467円

　　　　諸手当の額を合計したものです。



区　　分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 計

標準的な
職務内容

主査 主任主査 課長補佐 課長 部次長 部長

職員数 39人 22人 83人 83人 27人 26人 40人 7人 6人 333人

構成比 11.7% 6.6% 24.9% 24.9% 8.1% 7.8% 12.0% 2.1% 1.8% 100.0%

（４）職員手当の状況

勤勉手当

3.0月分

役職加算　5～20％

3.0月分

(0.75月分)

加算措置の状況 加算措置の状況

（注）（　）内は、再任用職員の支給割合です。

②　昇給への勤務成績の反映状況

（注）１　条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

１人当たり平均支給額（20年度）

西尾市 国

①　期末手当・勤勉手当

―

期末手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～20％　管理職加算　10～25％

(1.6月分) (0.75月分) (1.6月分)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

20年度支給割合 20年度支給割合

（３）一般行政職の級別職員数等の状況

主事、技師

①　一般行政職員の級別職員数の状況（21年4月1日現在）

1,687千円

1.5月分1.5月分

勤勉手当 期末手当

地方公務員法第40条に基づき、毎年11月1日を評定日として部長・部次長職を除く全般職を対象として勤務成
績評定を実施。
評定結果は5段階（A～E）に区分され、その評定結果に基づき昇給区分（8～0号給）を決定。平成21年4月1日
の昇給において、一般行政職（市長部局）265名中、上位の区分に決定された者は21名（8.0％）、標準の区
分に決定された者は236名（89.0％）、下位の区分に決定された者は8名（3.0％）であった。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級



１人当たり平均支給額

手当の名称

社会福祉手
当

研究手当

夜間看護手
当

一般行政職、福祉
職

職員全体に占める手当支給職員の割合(20年度)

支給職員1人当たり平均支給年額(20年度)

主な支給対象職種

拘束料 正規の勤務時間外において勤
務する準備を命ぜられた職員

市民病院において診療業務に従事した
職員及びその補助をした職員（事務部
の職員を除く）

47.7%

558,430円

―

10％

1,164人

③　地域手当（21年4月1日現在）

33.50月分41.34月分

59.28月分

支給実績(20年度) 309,929千円

支給実績(20年度)

支給対象地域 全　地　域

59.28月分

勧奨定年

59.28月分

23.50月分

西尾市 国

自己都合

30.55月分23.50月分

41.34月分

47.50月分

自己都合 勧奨定年

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に対して普通会計から支給された
　　平均額です。

485,138千円

支給職員1人当たり平均支給年額(20年度) 416,785円

②　退職手当（21年4月1日現在）

④　特殊勤務手当（21年4月1日現在）

税務職

支給率

8,478千円 25,879千円

59.28月分

33.50月分

47.50月分

最高限度額

勤続25年

勤続35年

勤続20年 30.55月分

診療収入の
3／100以内

―

市民病院の病棟に勤務する看護師、准
看護師又は市長がこれに準ずると認め
る職員が正規の勤務時間による勤務の
一部又は全部が深夜において行われる
看護等の業務に従事したときに支給

深夜勤務時間
４時間以上
　　回3,200円
２～４時間
　　回2,800円
２時間未満
　　回2,000円

回1,000円

診療手当

医師

医師、薬剤師、医
療技術職、技能労
務職

市税又は国民健康保険税の滞納金の徴
収業務に従事した職員

生活保護の現業、指導監督の業務に従
事した職員

差押え又は差押え物件の引上げの業務
に従事した職員

税務手当

看護職

看護師、医療技術
職

市民病院に勤務する医師

月額2,500円

支給要件 支給単価

59.28月分 59.28月分

支給率

支給対象職員数

日額1,000円

診療収入の
3／100

日額400円



感染症防疫
手当

不快手当

手当名

医療技術職、一般
行政職

危険手当 火災、台風その他の災害のため出動し
た職員

エックス線又は放射線機具を常時操作
する業務、公害分析に従事した職員及
び細菌検査業務に従事した職員

⑤　時間外勤務手当

夜間特殊業
務手当

時差手当

108,863千円

278千円

263,568千円

扶養親族である配偶者

支給実績(20年度)

扶養手当

看護職、技能労働
職、一般行政職、
福祉職

80千円

100千円

公共交通機関利用者
運賃に応じて
月額最高55,000円

公共交通機関利用者以外
(片道2km未満及び徒歩の通勤者を除く)

通勤距離に応じて
月額最高24,700円

96,801千円

239千円

 支給職員1人当たり
 平均支給年額
     (20年度)

回410円

回650円

回980円

深夜の実勤務時間が２時間未満の場合

月額1,500円

日額1,000円伝染病防疫作業に従事した職員

勤務時間又は休憩時間の始まる時刻及
び終わる時刻が特別に定められた職
員、日曜日に勤務した職員に支給

図書館、岩瀬文庫、公民館の職員で、
日曜日に勤務したもの

延長保育業務に従事した職員

日額400円
ごみ、し尿又は犬猫等の死体の収集処
理業務に従事した職員

日額300円

各種滞納金の徴収業務に従事した職員
に支給

深夜の実勤務時間が２時間以上５時間
以下の場合

月額2,000円

回300円(救急救命士
の有資格者は500円)

月額 2,000円

借家・借間居住者

回1,000円

救急のため出動した消防吏員

内容及び支給単価

月額 13,000円

月額 6,500円 など配偶者以外の扶養親族

通勤手当

月額 3,500円
住居手当

持家又は世帯主

家賃に応じて月額
3,000～27,000円

　〃　　(新築、購入の5年経過まで)

⑥　その他の主な手当（21年4月1日現在）

一般行政職

深夜の実勤務時間が５時間を超える場
合

一般行政職

消防職

一般行政職

技能労務職

支給職員1人当たり平均支給年額(20年度)

公害調査業務に従事した職員に支給

消防職

一般行政職、消防
職

外勤手当

日額400円

月額2,000円

支給実績
(20年度)

54,868千円



市長

副市長

議長

副議長

議員

市長

副市長

議長

副議長

議員

市長

副市長

正規の

勤務時間

1日8時間

付与日数 付与日数 付与日数

20日 8週間 5日

必要期間 1日30分2回 必要期間

必要期間 3日 必要期間

必要期間 5日 必要期間

5日 5日 2日

7日 1～7日 30日

8週間 1日

男性 女性

1人 20人

0人 0人

1人 20人

460,000円

産前休暇 父母等の祭日休暇

（３）育児休業等取得者数（20年度中に新たに育児休業（部分休業）を取得とした職員数）

計

部分休業取得者数

育児休業取得者数

区　　分

災害休暇（復旧作業）

リフレッシュ休暇子の看護休暇

結婚休暇 組合休暇

災害休暇（退勤）

災害休暇（出勤）

公民権休暇

17:15

給料月額等

区分

(45%の加算措置あり)

(45%の加算措置あり)

勤続年数×500/100

12：15～13:00

区分

区分

終了時刻

夏季休暇

育児時間休暇

（２）休暇の種類（21年4月1日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

8:30

報酬

795,000円
給料

1,017,000円

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場）（21年4月1日現在）

休憩時間開始時刻

退職手当

期末手当

年3.35月分

勤続年数×360/100

年3.35月分

516,000円

557,000円

産後休暇

忌引休暇

証人休暇

ドナー休暇

ボランティア休暇

子の養育休暇

介添休暇

年休

区分

（５）特別職の報酬等の状況（21年4月1日現在）

（単位：人）



（単位：人）

降任 免職 休職 合計

0 0 0

0 0 9 9

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 9 9

（単位：人）

戒告 減給 停職 免職 合計

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

　　（単位：件）

件数

0

0

3

3

刑事事件に関し起訴された場合

③ ①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事するもの

   　　　　　　　　　　処分の種類
 処分事由

法令に違反した場合

　また、随時、通知文書により服務規律の徹底を図りました。

地方公務員法に定められた市職員としての義務を周知徹底するため、新規採用職員研修を始め各種研修等において、
服務制度に係る研修を実施しました。

（１）服務制度に関する研修等の実施状況（20年度）

非行のあった場合

合　　　　計

（２）セクシュアル・ハラスメント対策（20年度）

① 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社そ
の他の団体の役員その他人事委員会規則で定める地位を兼ね
るもの

区　　　　　　　　分

セクシュアル・ハラスメント防止要綱等を定めており、相談窓口を設置して職場におけるセクシュアル・ハラスメン
トの防止等に努めました。

勤務成績が良くない場合

   　　　　　　　　　　処分の種類
 処分事由

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

合　　　　計

職務義務に違反し又は職務を怠った場合

５　職員の服務の状況

（２）職員の懲戒処分の状況（20年度）

合　　　　　計

（１）職員の分限処分の状況（20年度）

職に必要な適格性を欠く場合

② 自ら営利を目的とする私企業を営むもの

廃職、過員を生じた場合

（３）営利企業等への従事許可の状況（20年度）

心身の故障の場合



対象者 開講数 研修日数 延べ日数 修了者数

新規採用
職員

1回 4日 4日 36人

管理職
(部長、
部次長、
課長、主
幹、課長
補佐職）

3回 2日 2日 221人

4回 6日 6日 257人

対象者 開講数 研修日数 延べ日数 修了者数

主査以上 1回 2日 2日 20人

全職員 2回 1日 2日 27人

現業職員 1回 1日 1日 14人

全職員 1回 1日 1日 24人

全職員 - - - 16人

全職員 - - - 3ｸﾞﾙｰﾌﾟ

全職員 - - - 9人

全職員 - - - 3人

入所５年
目以降職
員

1回 1日 1日 23人

入所４年
目以降職
員

1回 1日 1日 23人

入所後2
年目・3
年目職員

1回 1日 1日 22人

全職員 1回 1日 1日 89人

全職員 1回 1日 1日 49人

主査、課
長補佐職

1回 1日 1日 99人

9回 11日 12日 418人

通信教育
人事課の指定したコースから職員自ら
啓発し、地方行政運営に必要な知識を
学習する

総合的視野に立って近代的、行政目的
をより効果的に達成するために必要な
知識を習得し、管理者として必要な管
理能力を養い、あわせて時代に即応し
た行政に対する感覚を高める。

普通救命講習

研修内容等

コーチング研修
部下や同僚等の潜在能力を引き出し
「自らの考える能力」を伸ばすための
手法を学ぶ

合　　　計

②　特別研修（日常の職務を能率的に遂行し、幅広い知識を身につけ、実務に役立つことを目的とする
   研修）

研修名

管理者研修

研修名 研修内容等

新規採用職員研修
公務員としての基礎的知識を習得する
ことにより、市職員としての意識の確
立と職場への適応性を養う

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）研修の状況（20年度）

　西尾市職員研修規程に基づき、実施した研修は次のとおりです。

 ①　基本研修

心肺蘇生法とAEDによる応急手当の正
しい知識と技術を身につける

現業職員研修 「公務員倫理」

男女共同参画研修
男女共同参画社会を推進するための知
識を習得する

クレーム対応研修
クレームについての考え方、対応方法
を身につけ市民サービスの向上を図る

自主研究グループ活
動

市行政に関する事項について自主的に
調査研究活動を行うグループへ活動助
成する

法令実務研修・地方
税入門（eラーニング
基礎研修）

法令実務と地方税の基礎をeラーニン
グで学ぶ

地方自治制度・地方
公務員制度（eラーニ
ング研修）

地方自治制度・地方公務員制度の基礎
をeラーニングで学ぶ

図解研修
図解実習を通して「理解力」「企画
力」「伝達力」などの問題解決能力を
高める

接遇マナー研修
接遇マナーの基礎を確認し、市民満足
向上を図る

環境問題研修
環境問題に関する必要な知識技能を学
ぶ

教養研修 「今後の世界経済のゆくえ」

不当要求等対応研修
不当要求等に関する必要な知識・技能
を学ぶ

合　　　計



対象者 開講数 研修日数 延べ日数 修了者数

全職員 - 1年 1年 718人

新規採用
職員

- 3月 3月 31人

対象者 開講数 研修日数 延べ日数 修了者数

新規採用
職員

5回 2日 10日 33人

入所後４
年目の職
員

2回 5日 10日 4人

入所後７
年目の職
員

2回 5日 10日 6人

入所後10
年目の職
員

2回 4日 8日 10人

主査に昇
任した職
員

3回 3日 9日 20人

主査に昇
任後３年
目の職員

2回 3日 6日 17人

課長補佐
に昇任し
た職員

7回 3日 21日 1人

課長に昇
任した職
員

6回 2日 12日 15人

課長職 2回 1日 2日 12人

部長に昇
任した職
員

2回 2日 4日 2人

33回 30日 92日 120人

新任係長研修

地域の課題、政策課題研究、中核職員
の役割、地域計画とまちづくり

フレッシュ公務員
ノート

リーダーの役割、地域の課題、公務員
倫理、行政問題解決

民間の役割分担とパートナーシップに
よる自治体経営改革、危機管理、リー
ダーの作法or管理職に求められるメン
タルヘルス

課長研修

ビジネススキル、政策形成、地方自治
体を取り巻く現状と課題、リーダー
シップ

職場の問題解決、地域の課題、政策課
題研究

接遇、地方自治の話、地方財務の話、
地方公務員の話

公務員としての基礎知識習得及びフ
レッシュ公務員の記録

③　職場研修（各課における所管業務について、実務上の専門知識の習得を図るとともに、各職場に明るい雰囲気
   を作る）

研修名 研修内容等

西尾市５Ｓ運動
整理、整頓、清掃、清潔、躾の「もの
の５Ｓ」から「業務の５Ｓ」運動を展
開、推進する

④　派遣研修

西尾市では、一般的な基礎知識等を効果的に習得させるために、西三河６市で構成する西三河６市研修協議会や愛知

県市町村振興協会研修センターに階層別に職員を派遣しています。

この他、内部研修では習得しがたい、特に高度な能力を身に付けさせるため、年間を通じて愛知県市町村振興協会研

修センターに１７人、市町村職員中央研究所に５人、全国市町村国際文化研究所に４人、自治大学校に２人、その他に

１０人、職員を派遣しています。

研修名 研修内容等

新規採用職員後期研
修

課長補佐研修

現任係長研修

一般職員後期研修

一般職員中期研修
地域の課題、地方自治法、地方公務員
法、中堅職員の役割、行政法、法制執
務、創造性開発

一般職員前期研修
地方自治制度、地域の課題、地方公務
員制度、地方税財政制度、法制執務、
公務員倫理、民法入門

現任管理者研修

部長研修
市町村行財政の課題について、時事問
題、民間企業の組織管理、経営戦略の
策定

合　　　計

時事問題に関する講演



（単位：人）

対　象
職員数

受診者数
(延べ)

受診不
可能者

未受診者 要医療 要精検 要観察 正常

人数 1,181 1,178 3 0 191 304 461 222

（単位：人）

対　象
職員数

受診者数
(延べ)

未受診者 要医療 要精検 要観察 正常

人数 362 361 1 12 47 161 141

②　成果評定

平成20年11月

平成19年11月1日～平成20年10月31日

新たな勤務成績評定制度に基づき能力・取組姿勢評価、成果評価、特別勤務評定を実施しました。また、
西尾市職員の給与の支給に関する規則に規定する成績率を定めるための勤務評定を2回実施しました。

評定期間

（１）共済組合負担金（20年度）

評定期間

③　特別勤務評定（条件付採用期間(採用から6月)の職員を対象）

評定期間

平成20年9月

平成20年4月1日～平成20年8月31日

評定時期

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

評定時期

平成21年3月

平成20年4月1日～平成21年3月31日

①　能力・取組姿勢評定

評定時期

（２）勤務成績の評定の概要（20年度）

執　行　額 職員数 1人当たりの負担額

1,175,975,670円 1,000,830円1,175人

（注） 特殊業務(深夜・運転・清掃・ＶＤＴ作業)に従事する者を対象に行ってます。

（２）職員互助会（20年度）

市補助額 会員数 1人当たりの補助額

②　一般定期健康診断(人間ドック受診者を含む）

23,142,281円

③　特別定期健康診断

健康管理区分（医療面）

1,192人 19,415円

職員の安全の確保、健康の保持増進などの諸施策を効率的に推進するために、西尾市職員安全衛生管理規程の定める
ところにより、総括安全衛生管理者（企画部長）を組織の長とする安全衛生管理体制を整備しています。

機関として西尾市職員安全衛生委員会を設置し、職員の安全衛生に関する基本的対策について、毎月、調査審議をし
ています。また、産業医の設置の他、外部施設23箇所に安全衛生推進者を設置し、総括安全衛生管理者の指揮のもとに
安全衛生に係る業務を行っています。

①　安全衛生管理体制の概要

（３）安全衛生管理体制（20年度）

健康管理区分（医療面）



（単位：件）

自己職務
遂 行 中

出張中 その他 計

公務上の
負 傷 に
起因する
疾   病

職業病

その他公
務起因性
の明らか
な 疾 病

計

4 4 3 3 7

負　　　傷 疾　　　病

職員の健康の保持増進を図るため、医師・保健師により、健診結果に基づく事後管理、一般疾病の予防・治療対策、
心の健康問題についての相談及び保健指導を実施しています。

合　計

8,568,670円 1,178人 7,274円

出勤途上 退勤途上 合計

0 0

職員数 1人当たりの負担額執　行　額

　　（単位：件）②　通勤災害認定件数

0

③　公務災害補償基金負担金

（4）職員の災害補償（20年度）

④　健康指導等の実施状況

①　公務災害認定件数


